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参加表明書及び技術提案書作成要領 

 

 京丹後市都市計画マスタープラン改定業務等公募型プロポーザル募集要領（以下「募集

要領」という。）に係る提出書類について、募集要領に定めるもののほかこの作成要領によ

り作成してください。 

 

１ 技術提案書によって特定される受注候補者の業務 

 技術提案書の作成によって特定される受注候補者の業務は、次の各号に掲げる業務で

す。 

（１）京丹後市都市計画基礎調査業務 

（２）京丹後市都市計画マスタープラン改定業務 

（３）京丹後市立地適正化計画策定業務 

 

２ 参加表明書及び技術提案書の作成 

（１）提出書類 

ア 様式規格 

 提出書類は、次に掲げる用紙規格で作成してください。 

（ア）Ａ４サイズ 

様式第１号、様式第２号、様式第３号、様式第４号、様式第５号、様式第６号 

及び様式第１０号 

（イ）Ａ３サイズ 

様式第７号、様式第８号及び様式第９号 

イ 参加表明に係る書類 

    様式第１号、様式第２号及び様式第３号 

ウ 技術提案に係る書類 

  様式第４号、様式第５号、様式第６号、様式第７号、様式第８号及び様式第９号 

（各様式は、市ホームページからダウンロードしてください。） 

（２）留意事項 

  ア 様式の改変等 
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 様式の記載欄の大きさは、指定する場合を除き、記載量により適宜変更すること

ができます。ただし、様式の記載事項等を改変してはなりません。 

 特に定めのあるものを除き、各様式の左側余白を２０㎜以上確保してください。 

イ 言語、通貨及び単位 

 次に掲げるものを使用してください。 

（ア）言語 

日本語 

（イ）通貨 

日本国通貨 

（ウ）単位 

日本の標準時間及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位 

 

３ 参加表明書作成の留意事項 

 プロポーザルに参加しようとする者は、次の（１）から（３）までに掲げることによ

り参加表明書類を作成してください。 

（１）プロポーザル参加表明書（様式第１号） 

   代表者印を押印してください。 

（２）業務実績書（様式第２号） 

ア 記載件数 

１件以上 

イ 対象業務 

地方自治体から直接受注したもので、過去１０年以内（公告時点）に完了したも

の（１件以上）。 

同種業務：（ア）から（ウ）までに掲げるもの（単独、複合を問わない。） 

（ア）京丹後市都市計画基礎調査業務 

     用途地域のある都市計画区域に係る都市計画基礎調査を含む業務 

（都市計画法第６条に基づくもの） 

  （イ）京丹後市都市計画マスタープラン改定業務 

 平成１１年度以降に市町村が合併した自治体に係る市町村の都市計画に関す
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る基本的な方針の策定または改定を含む業務 

（都市計画法第１８条の２） 

  （ウ）京丹後市立地適正化計画策定業務 

 平成１１年度以降に市町村が合併した自治体に係る都市機能誘導区域及び居

住誘導区域の設定並びに防災指針を作成・公表する自治体に係る立地適正化計画

の策定（策定後改定により当該要件を満たすものは、策定及び改定）を含む業務 

（都市再生特別措置法第８１条） 

  ウ 添付書類 

（ア）業務実績 

 業務実績書に記載した業務については、契約書の写しや業務仕様書、契約締結

後に提出した実施計画書など、実績及び業務内容が確認できる資料を提出してく

ださい。 

（イ）管理技術者 

ａ 携わった業務（ア）と同様のもの 

ｂ 直接雇用していることを証するもの（写し可） 

（参加表明書の受付日より前から当該事業所と直接的かつ恒常的に１年以上の

雇用関係があるものとします。） 

ｃ 業務実施に関する条件に関する保有資格が確認できるもの（写し可） 

（３）会社概要書（様式第３号） 

 参加表明する会社の概要及び担当者（本プロポーザル参加に係るもの）を記載して

ください。 

○添付書類 

 ア 税の滞納関係 

   国税及び地方税の滞納がないことを証するもの。 

 イ 配置予定技術者関係 

   募集要領４（１）イ 照査技術者に係る次に掲げる資料 

ａ 直接雇用していることを証するもの（写し可） 

（参加表明書の受付日より前から当該事業所と直接的かつ恒常的に１年以上の

雇用関係があるものとします。） 
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ｂ 業務実施に関する条件に関する保有資格が確認できるもの（写し可） 

 

４ 技術提案書作成の留意事項 

 参加資格審査により参加を認められた者は、次の（１）から（６）までに掲げること

により技術提案書類を作成してください。なお、技術提案書表紙（様式第４号）以外の

ものは、提出した者の商号・名称を記載してはなりません。 

（１）技術提案書表紙（様式第４号） 

   代表者印を押印してください。 

（２）業務実施方針（様式第５号） 

業務実施方針のほか、見積価格を記載してください。 

  ア 業務実施方針 

基本的な考え方を文書（１,０００字以内）で簡潔に記述してください。 

・チーム体制、技術者の配置、組織のバックアップ体制 

・取組方針、業務推進に当たり重点としていること 

・提出者における分担業務分野、協力事業所など 

・建設・改修工事、関係事業者との調整・連携についての考え方など 

・進め方（取組方針等）、実施に係る配慮事項など 

  イ 見積価格 

金額の記載は正本のみに記載し、副本には記載しないでください。 

消費税及び地方消費税を含まない額を記載してください。 

千円未満を切り捨てた額としてください（全体見積額及び各年度）。 

各業務の内訳を記載してください（金額内訳の各見積額に消費税及び地方消費税

の相当額を加えた額が募集要領２（４）業務の規模（委託限度額）に記載する額以

内となるようにしてください。）。 

（３）業務実施体制（様式第６号） 

 業務を実施する体制について、図示などによる役割や協力者、関係企業などの説明

を記載してください。 

（４）業務実施内容（様式第７号） 

 特記仕様書（参考案）に掲げる業務内容について、実施項目・内容を、「参加表明
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者」「京丹後市」「実施に係る留意ポイント」に整理して記載してください。 

（５）業務工程表（様式第８号） 

 特記仕様書を満たす各項目について、業務実施方針で示される実施手順の具体スケ

ジュールを作成してください。 

 業務上のコントロールポイントを示し、計画どおりに履行するための解決策・提案

を示してください。 

 都市計画マスタープラン及び立地適正化計画は議会での議決により計画が成立する

ことから、令和７年１２月議会への上程を想定し、パブリックコメント、市都市計画

審議会、住民説明会、検討会議の開催及び事務局との協議について、実施時期の想定

を記載してください。 

（６）特定テーマに係る技術提案（様式第９号） 

 募集要領５（３）イに掲げる３つのテーマについて、提案してください。なお、提

案書の作成は次に掲げることに留意してください。 

ア 作成資料枚数 

  テーマごとに１枚 

イ その他 

（ア）図・イラスト 

 文書を補完するための最小限の図やイラストなどは使用して構いません。 

（イ）文字サイズ 

１０ポイント以上（必要な注記、ふりがな、掲載図中の記載文字を除く。）。 

 

５ 参加表明書及び技術提案書の提出部数等 

（１）公募型プロポーザル参加表明書  提出部数２部（正本・副本 各１部） 

 書類は、様式番号順にならべ、次の種別に応じホッチキス留し提出してください。 

ア 正本：様式第１号から第３号までの左端上部１か所をホッチキス留め 

イ 副本：様式第２号及び第３号の左端上部１か所をホッチキス留め 

 

（２）技術提案書  提出部数９部（正本１部、副本８部）※副本はカラーとします。 

 書類は、様式番号順にならべ、次の種別に応じホッチキス留し提出してください。 
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ア 正本：様式第４号から第９号までの左端上部１か所をホッチキス留め 

イ 副本：様式第５号から第９号までの左端上部１か所をホッチキス留め 

 書類のほか、ＰＤＦデータをＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ―Ｒ１枚にて提出してください。

なお、データのファイル名は、社名の一部を入れ判別しやすくしてください（社名以

外は任意の内容）。 


